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助
成
業
務

令
和
８
年
度　
私
学
助
成
関
係
予
算
の
概
算
要
求

文
部
科
学
省
高
等
教
育
局
私
学
部
私
学
助
成
課

私
学
助
成
に
つ
い
て
は
、
私
立
学
校
が
我

が
国
の
学
校
教
育
に
お
い
て
果
た
し
て
い
る

役
割
の
重
要
性
に
鑑
み
、
私
立
学
校
振
興
助

成
法
に
基
づ
き
、
私
立
学
校
の
教
育
研
究
条

件
の
維
持
及
び
向
上
、
学
生
・
生
徒
等
に
か

か
る
修
学
上
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る

と
と
も
に
、
私
立
学
校
の
経
営
の
健
全
性
を

高
め
る
た
め
、
そ
の
充
実
に
努
め
て
い
る
と

こ
ろ
で
す
。

文
部
科
学
省
と
し
て
は
、
令
和
７
年
８
月

８
日
に
閣
議
了
解
さ
れ
た
「
令
和
８
年
度
予

算
の
概
算
要
求
に
つ
い
て
」に
基
づ
き
、「
経

済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
２
０
２ 

５
」
等
を
踏
ま
え
た
令
和
８
年
度
概
算
要
求

を
８
月
29
日
に
財
務
省
に
提
出
し
ま
し
た
。

こ
の
う
ち
私
学
助
成
関
係
予
算
に
つ
い
て

は
、
対
前
年
度
４
５
２
億
円
増
の
４
５
２
５

億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。
具
体
的
な
内
容

に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
の
令
和
８
年
度

概
算
要
求
に
お
い
て
は
、「
２
０
４
０
年
を

見
据
え
て
社
会
と
と
も
に
歩
む
私
立
大
学
の

在
り
方
検
討
会
議
」
に
お
い
て
取
り
ま
と
め

ら
れ
た
中
間
ま
と
め
も
踏
ま
え
、「
地
域
か

ら
必
要
と
さ
れ
る
人
材
育
成
を
担
う
地
方
大

学
」、「
日
本
の
競
争
力
を
高
め
る
教
育
研
究

を
担
う
大
学
」
等
を
重
点
的
に
支
援
す
る
こ

と
と
し
て
お
り
ま
す
。

一
般
補
助
で
は
、
物
価
上
昇
等
を
踏
ま
え

た
教
育
研
究
基
盤
の
維
持
・
強
化
に
必
要
な

支
援
、
エ
ッ
セ
ン
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
な
ど
地

域
に
必
要
な
人
材
の
養
成
等
を
行
う
地
方
中

小
規
模
大
学
や
日
本
の
産
業
を
支
え
る
理
工

農
系
人
材
の
育
成
等
を
行
う
大
学
へ
の
重
点

支
援
、
教
育
研
究
の
質
の
向
上
に
向
け
た
体

制
整
備
の
推
進
に
係
る
メ
リ
ハ
リ
あ
る
配
分

の
強
化
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
お
り
、
対

前
年
度
１
１
１
億
円
増
の
２
８
８
４
億
円
を

要
求
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
特
別
補
助
で
は
、
我
が
国
が
取
り

組
む
課
題
を
踏
ま
え
、
自
ら
の
特
色
を
活
か

し
て
改
革
に
取
り
組
む
大
学
等
を
重
点
的
に

支
援
す
る
た
め
、
対
前
年
度
34
億
円
増
の

２
４
１
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

主
な
事
項
と
し
て
、
科
学
技
術
・
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
人
材
の
育
成
強
化
を
図
る
た

め
、
研
究
力
の
高
い
私
立
大
学
へ
の
施
設
・

設
備
整
備
費
と
経
常
費
等
の
一
体
的
か
つ
重

点
的
な
支
援
に
よ
り
、
最
先
端
の
「
知
」
を

私立大学等の改革の推進等
私立大学等経常費補助 3,124億円（2,979億円）

令和８年度要求・要望額 4,525億円＋事項要求
（前年度予算額 4,073億円）

（担当：高等教育局私学部私学助成課）

私立学校施設・設備の整備の推進 351億円（91億円）＋事項要求

※単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。

（４）持続可能な教育環境の実現 76億円（ 1億円）
○熱中症による事故を防止するため空調設備の整備を推進
○光熱費高騰等に対応するため省エネルギー化を加速
（照明設備のLED化・空調設備の高効率化）

（１）安全・安心な教育環境の実現 123億円（45億円）
○第1次国土強靱化実施中期計画に基づく非構造部材や構造体の耐震対策、避難所機能の
 強化等の防災機能強化を重点支援
注： 上記ほか耐震化・施設の建替え等の融資事業を実施  事業規模600億円〔うち財政融資資金 288億円〕

（３）私立高等学校等の教育ＤＸの推進  25億円（22億円）
○ICT教育設備・校内LANの整備を支援することにより、各私立学校の特色を活かした
個別最適な学び・協働的な学びを実現

（２）私立大学等の教育研究基盤の向上 126億円（23億円）
○イノベーション創出に向けた教育研究環境整備支援 21億円（新規）
○私立大学等の教育研究基盤（装置・設備・施設）の充実・強化
 基盤的な教育研究設備の充実を図りつつ、日本の産業を支える理工農系人材の育成に必要な
研究設備への重点支援

熱中症対策
エアコン整備

〔国土強靱化関係は事項要求〕

私立高等学校等の教育条件の維持向上等を図るとともに、自主性に基づく特色ある質の
高い教育を充実するため、都道府県による私立高等学校等の経常的経費への助成を支援
（１）一般補助              860億円（833億円）

都道府県による私立高等学校等の経常的経費への助成を支援
○物価上昇等を踏まえ幼児児童生徒１人当たり単価の増額
○継続的な賃上げや幼児教育の質の向上のための処遇改善

（２）特別補助              150億円（137億円）
都道府県による私立高等学校等の特色ある取組への助成を支援                                          

○教育の質の向上を図る学校支援経費 25億円（18億円）
      次世代を担う人材育成の促進、教育相談体制の整備、特別支援教育に係る活動
の充実等、教育の質の向上に取り組む私立学校を支援することにより、教員の働き方
改革や多様な児童生徒等の教育機会の確保を推進

○子育て支援推進経費 40億円（38億円）
子ども・子育て支援の更なる質の向上を図るとともに、多様な保育の受け皿を拡充

○幼稚園等特別支援教育経費 80億円（77億円）
幼稚園等における特別支援教育の充実

（３）特別支援学校等への支援 40億円（33億円） 
○物価上昇等を踏まえ幼児児童生徒１人当たり単価の増額

私立高等学校等経常費助成費等補助 1,050億円（1,003億円）

（２）特別補助 241億円 （207億円）
特色・強みを活かして改革に取り組む大学等を重点的に支援

  ○イノベーション創出に向けた教育研究環境整備支援 30億円（新規）
科学技術・イノベーション人材の育成強化を図るため、研究力の高い私立大学等への施設・設備整
備費と経常費の一体的かつ重点的な支援により、最先端の「知」を生み出し、日本の競争力を高める
拠点機能を強化 ※別途、施設・設備整備費として21億円を計上

  ○大学院の機能の高度化等  125億円(116億円)
若手研究者の積極的な確保等に向けた大学院の機能強化への支援の充実

  ○少子化時代を支える新たな私立大学等の経営改革支援等  29億円（25億円）＋一般補助の内数
教育研究面の構造転換や大学連携等を通じた経営改革支援等により、将来を見据えたチャレンジや連

携・統合、縮小・撤退に向けた支援の充実
  ○私立大学等改革総合支援事業 103億円（103億円） （一般補助＋特別補助）

 特色ある教育研究の推進や地域社会への貢献、社会実装の推進など、自らの特色・強みを活か
した改革に全学的・組織的に取り組む大学等を支援

約8割の学生が在学し、社会の各分野において活躍する専門人材を数多く輩出している私立大学等
に対して、教育条件の維持向上等を図るとともに、改革に取り組む私立大学等を重点的に支援
（１）一般補助 2,884億円（2,773億円）
私立大学等の教育研究に係る経常的経費を支援
○物価上昇等を踏まえた教育研究基盤の維持・強化に必要な支援
○地域経済の担い手やエッセンシャルワーカーの育成等を行う地方中小規模大学等や日本の産業を支える理
工農系人材の育成等を行う大学等への重点支援

○教育研究の質の向上に向けたST比（専任教員一人あたり学生数）に係るメリハリある配分の強化
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生
み
出
し
、
日
本
の
競
争
力
を
高
め
る
拠
点

機
能
を
強
化
す
る
た
め
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

創
出
に
向
け
た
教
育
研
究
環
境
整
備
支
援
の

充
実
（
30
億
円
）
に
つ
い
て
新
規
で
要
求
し

て
い
ま
す
。

ま
た
、「
時
代
と
社
会
の
変
化
を
乗
り
越

え
る
レ
ジ
リ
エ
ン
ト
な
私
立
大
学
等
へ
の
転

換
支
援
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
で
は
、
日
本
の
未
来

を
支
え
る
人
材
育
成
を
担
い
、
付
加
価
値
を

創
出
す
る
新
た
な
私
立
大
学
等
の
あ
り
方
を

提
起
し
、
将
来
を
見
据
え
た
チ
ャ
レ
ン
ジ
や

経
営
判
断
を
自
ら
行
う
経
営
改
革
の
実
現
を

図
る
た
め
、
①
教
育
研
究
面
の
構
造
的
な
転

換
や
資
源
の
集
中
等
に
よ
る
機
能
強
化
、
複

数
大
学
等
の
連
携
に
よ
る
経
営
の
効
率
化
や

開
設
科
目
の
相
互
補
完
等
を
支
援
す
る
「
少

子
化
時
代
を
支
え
る
新
た
な
私
立
大
学
等
の

経
営
改
革
支
援
」（
27
億
円
）、
②
各
種
デ
ー

タ
や
知
見
・
ノ
ウ
ハ
ウ
を
フ
ル
活
用
す
る
体

制
の
構
築
等
に
よ
り
、
改
革
・
改
善
の
機
を

失
わ
な
い
主
体
的
な
経
営
判
断
や
、
文
部
科

学
省
や
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団

に
よ
る
「
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
型
支
援
」
の
推
進

（
２
億
円
）
③
成
長
分
野
等
へ
の
組
織
転
換

や
定
員
規
模
適
正
化
に
係
る
経
営
判
断
を
支

え
る
た
め
の
支
援
、
④
未
来
を
支
え
る
人
材

を
育
む
特
色
あ
る
教
育
研
究
の
推
進
な
ど
、

特
色
・
強
み
を
活
か
し
た
改
革
に
全
学
的
・

組
織
的
に
取
り
組
む
大
学
等
へ
の
重
点
的
な

支
援
を
行
う
「
私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援

事
業
」（
１
０
３
億
円
）
等
に
必
要
な
経
費

を
計
上
し
、
私
立
大
学
等
へ
の
総
合
的
な
支

援
の
充
実
を
図
っ
て
ま
い
り
ま
す
。

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
大
学
等
経
常
費
補

助
の
総
額
は
、
一
般
会
計
に
お
い
て
対
前
年

度
１
４
５
億
円
増
の
３
１
２
４
億
円
を
要
求

し
て
い
ま
す
。

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
等

補
助

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助

は
、
私
立
の
幼
稚
園
、
小
学
校
、
中
学
校
及

び
高
等
学
校
に
経
常
費
助
成
を
行
う
都
道
府

県
に
対
し
て
、
国
が
そ
の
一
部
を
補
助
す
る

も
の
で
す
。

令
和
８
年
度
概
算
要
求
に
お
い
て
は
、
物

価
上
昇
等
を
踏
ま
え
、
一
般
補
助
の
幼
児
児

童
生
徒
一
人
当
た
り
単
価
の
増
額
を
図
る
と

と
も
に
、
幼
稚
園
教
諭
等
の
継
続
的
な
賃
上

げ
や
幼
児
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
処
遇

改
善
に
対
す
る
支
援
を
充
実
す
る
こ
と
と
し

て
い
ま
す
。
ま
た
、
特
別
補
助
で
は
、
教
育

相
談
体
制
整
備
や
外
部
人
材
活
用
等
の
推
進

を
行
う
高
等
学
校
等
や
、
特
別
な
支
援
が
必

要
な
幼
児
の
受
入
れ
を
行
う
幼
稚
園
に
対
す

る
支
援
等
を
充
実
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。 

さ
ら
に
、
家
計
急
変
世
帯
へ
の
支
援
等
、
経

済
的
理
由
で
児
童
生
徒
が
修
学
を
断
念
す
る

こ
と
の
な
い
よ
う
、
授
業
料
減
免
に
よ
る
支

援
に
つ
い
て
、
引
き
続
き
要
求
し
て
い
ま
す
。

こ
の
ほ
か
、
過
疎
高
等
学
校
特
別
経
費

や
、
国
が
そ
の
教
育
の
推
進
に
必
要
な
経
費

の
一
部
を
補
助
す
る
特
定
教
育
方
法
支
援
事

業
に
つ
い
て
、
必
要
な
経
費
を
引
き
続
き
要

求
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
高
等
学
校
等
経
常

費
助
成
費
等
補
助
の
総
額
は
、対
前
年
度
47
億

円
増
の
１
０
５
０
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

私
立
学
校
施
設
・
設
備
の
整
備
の
推
進

私
立
学
校
施
設
・
設
備
整
備
の
補
助
は
、

建
学
の
精
神
や
特
色
を
生
か
し
た
質
の
高
い

教
育
研
究
活
動
の
基
盤
と
な
る
施
設
・
設
備

の
整
備
を
支
援
す
る
も
の
で
す
。
特
に
、
東

日
本
大
震
災
や
熊
本
地
震
、
さ
ら
に
令
和
６

年
能
登
半
島
地
震
な
ど
過
去
の
教
訓
等
を
踏

ま
え
、
今
後
発
生
が
懸
念
さ
れ
て
い
る
南
海

ト
ラ
フ
地
震
等
に
備
え
、
早
急
に
私
立
学
校

施
設
の
耐
震
対
策
完
了
を
図
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

こ
の
た
め
、
校
舎
等
の
耐
震
改
築
及
び
耐

震
補
強
（
耐
震
診
断
費
の
み
も
対
象
）
や
非

構
造
部
材
の
落
下
防
止
対
策
等
の
防
災
機
能

強
化
な
ど
第
１
次
国
土
強
靱
化
実
施
中
期
計

画
に
基
づ
く
安
全
・
安
心
な
教
育
環
境
を
実

現
す
る
た
め
、
施
設
整
備
等
に
対
す
る
支
援

と
し
て
１
２
３
億
円
（
私
立
学
校
施
設
高
度

化
推
進
事
業
費
補
助
を
含
む
）
を
要
求
し
て

い
ま
す
。
こ
の
ほ
か
、
国
土
強
靱
化
関
係
を

事
項
要
求
（
予
算
編
成
過
程
で
検
討
）
し
て

い
ま
す
。

ま
た
、
私
立
大
学
等
の
基
盤
的
な
教
育
研

究
設
備
の
充
実
や
理
工
農
系
の
人
材
育
成
等

に
必
要
な
研
究
設
備
へ
の
重
点
支
援
、
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
に
向
け
た
教
育
研
究
環
境

整
備
支
援
と
し
て
、
１
２
６
億
円
を
要
求
し

て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
持
続
可
能
な
教
育
環
境
を
実
現

す
る
た
め
、
熱
中
症
や
温
暖
化
に
対
応
す
る

空
調
設
備
の
整
備
、
光
熱
費
高
謄
に
対
応
す

る
照
明
設
備
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
等
の
整
備
に
対
す

る
支
援
と
し
て
、76
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

そ
の
ほ
か
、
私
立
高
等
学
校
等
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環

境
整
備
に
よ
る
教
育
Ｄ
Ｘ
の
推
進
（
端
末
更

新
含
む
）
に
対
す
る
支
援
と
し
て
、
25
億
円

を
要
求
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
学
校
施
設
・
設
備

整
備
費
全
体
と
し
て
は
、
対
前
年
度
２
６
０

億
円
増
の
３
５
１
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
の

貸
付
事
業

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
の
令

和
８
年
度
の
貸
付
事
業
に
つ
い
て
は
、
私
立

学
校
の
耐
震
改
築
・
改
修
事
業
、
老
朽
校
舎

や
私
立
大
学
附
属
病
院
等
の
建
て
替
え
、
規

模
の
適
正
化
等
に
よ
る
建
物
解
体
事
業
な
ど

の
施
設
・
設
備
の
整
備
事
業
、
災
害
復
旧
事

業
等
に
対
す
る
資
金
の
貸
付
と
し
て
６
０
０

億
円
を
計
画
し
て
お
り
、
そ
の
財
源
の
一
部

と
し
て
財
政
融
資
資
金
２
８
８
億
円
を
要
求

し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業

団
の
融
資
を
活
用
し
て
私
立
学
校
が
実
施
す

る
耐
震
改
築
・
改
修
事
業
や
私
立
大
学
附
属

病
院
の
建
替
整
備
事
業
、
指
定
避
難
所
等
の

機
能
強
化
整
備
事
業
に
対
し
て
利
子
助
成
を

行
う
私
立
学
校
施
設
高
度
化
推
進
事
業
費
補

助
に
つ
い
て
も
、18
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。
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令
和
８
年
度　
専
修
学
校
関
係
予
算
の
概
算
要
求

文
部
科
学
省
総
合
教
育
政
策
局
専
修
学
校
教
育
振
興
室

令
和
８
年
度
の
専
修
学
校
関
係
予
算
の
概

算
要
求
で
は
、
①
専
修
学
校
教
育
の
振
興
に

資
す
る
取
組
、
②
専
修
学
校
の
教
育
体
制
及

び
施
設
整
備
等
に
関
す
る
取
組
の
二
つ
を
柱

と
し
て
、
多
様
な
振
興
策
に
要
す
る
経
費
を

要
求
し
て
い
ま
す
。

専
修
学
校
教
育
の
振
興
に
資
す
る
取
組

◉
専
修
学
校
に
よ
る
地
域
産
業
中
核
的
人
材

養
成
事
業

就
職
氷
河
期
世
代
を
含
む
多
様
な
人
材
が

時
代
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
で
き
る
よ
う
、
専
修

学
校
が
自
治
体
や
企
業
・
業
界
団
体
等
と
連

携
し
、 

ア
ド
バ
ン
ス
ト
・
エ
ッ
セ
ン
シ
ャ
ル

ワ
ー
カ
ー
を
創
出
す
る
た
め
の
リ
・
ス
キ
リ

ン
グ
な
ど
、
労
働
生
産
性
向
上
に
資
す
る
モ

デ
ル
を
構
築
す
る
た
め
の
予
算
を
新
た
に
要

求
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
人
口
減
少
地
域
に
お
い
て
、
教
育

の
質
を
確
保
し
つ
つ
、
社
会
や
産
業
の
ニ
ー

ズ
に
応
え
る
専
修
学
校
を
支
援
す
る
た
め
、

地
域
活
性
化
に
つ
な
が
る
取
組
モ
デ
ル
の
構

築
や
、
社
会
的
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
専
門
的
職

業
人
材
を
育
成
す
る
た
め
、
専
門
学
校
と
高

等
学
校
、
教
育
委
員
会
等
の
行
政
及
び
企
業

が
協
働
で
高
・
専
一
貫
の
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
開
発
す
る
モ
デ
ル
の
構
築
の
た
め
の
予
算

を
要
求
し
て
い
ま
す
。

◉
高
等
専
修
学
校
に
お
け
る
多
様
な
学
び
を

保
障
す
る
先
導
的
研
究
事
業

高
等
専
修
学
校
に
求
め
ら
れ
る
職
業
教
育

機
能
を
強
化
し
、「
学
び
の
セ
ー
フ
テ
ィ

ネ
ッ
ト
」
と
し
て
の
役
割
を
果
た
す
た
め
に

必
要
と
な
る
事
項
に
つ
い
て
整
理
す
る
と
と

も
に
、
モ
デ
ル
と
な
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
等
の

開
発
、
普
及
啓
発
を
行
う
た
め
の
予
算
を
要

求
し
て
い
ま
す
。

◉
専
修
学
校
の
国
際
化
推
進
事
業

専
修
学
校
に
お
い
て
、
外
国
人
留
学
生
の
戦

略
的
受
入
れ
の
促
進
と
円
滑
な
就
職
、
そ
の
後

の
定
着
ま
で
を
見
据
え
た
就
職
先
企
業
と
の

連
携
に
関
す
る
モ
デ
ル
を
構
築
す
る
と
と
も

に
、国
際
化
に
向
け
た
体
制
整
備
を
行
う
た
め

の
予
算
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

◉
地
方
や
デ
ジ
タ
ル
分
野
に
お
け
る
専
修
学

校
理
系
転
換
等
推
進
事
業

Ｉ
Ｔ
人
材
の
不
足
等
に
対
応
す
る
た
め
、

最
新
の
技
術
動
向
や
市
場
ニ
ー
ズ
に
即
し
た

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
調
査
・
設
計
等
の
取
組
を

支
援
す
る
こ
と
で
、
専
修
学
校
に
お
け
る
学

科
の
「
理
系
転
換
」
等
の
再
編
を
推
進
す
る

た
め
の
予
算
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

◉
高
等
専
修
学
校
に
お
け
る
Ｄ
Ｘ
人
材
育
成

事
業

大
学
教
育
段
階
に
お
い
て
デ
ジ
タ
ル
・
理

数
分
野
へ
の
学
部
転
換
の
取
組
が
進
む
中
、

高
等
専
修
学
校
に
つ
い
て
も
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活

用
し
た
理
系
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発
・
実

施
す
る
学
校
に
対
し
、
必
要
な
環
境
整
備
の

経
費
を
支
援
す
る
た
め
の
予
算
を
要
求
し
て

い
ま
す
。

◉
専
修
学
校
の
質
の
向
上
に
向
け
た
学
校
評

価
等
の
推
進

昨
年
度
に
、
学
校
教
育
法
が
改
正
さ
れ
、

専
門
学
校
に
つ
い
て
、
大
学
等
と
の
制
度
的

整
合
性
を
高
め
る
た
め
の
措
置
や
社
会
的
評

価
の
向
上
の
た
め
の
措
置
等
が
講
じ
ら
れ
ま

し
た
。
そ
の
中
で
も
高
等
教
育
機
関
と
し
て

教
育
の
質
の
保
証
を
図
る
た
め
の
措
置
と
し

て
、
専
門
学
校
に
大
学
と
同
等
の
項
目
で
の

自
己
点
検
評
価
の
義
務
付
け
や
、
外
部
の
識

見
を
有
す
る
者
に
よ
る
評
価
（
第
三
者
評

価
）
を
受
け
る
こ
と
が
努
力
義
務
と
し
て
定

め
ら
れ
ま
し
た
。

こ
の
第
三
者
評
価
の
実
施
を
促
進
す
る
た

め
、
第
三
者
評
価
機
関
等
の
立
ち
上
げ
や
評

価
機
関
等
に
お
け
る
評
価
者
育
成
の
た
め
の

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
成
、
学
校
評
価
担
当
者
向

け
の
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
成
や
実
施
、
学

校
に
お
け
る
評
価
モ
デ
ル
の
構
築
な
ど
、
専

修
学
校
の
質
の
向
上
の
た
め
の
予
算
を
新
た

に
要
求
し
て
い
ま
す
。

◉
専
修
学
校
と
地
域
の
連
携
深
化
に
よ
る
職

業
教
育
魅
力
発
信
力
強
化
事
業

効
果
的
な
情
報
集
約
・
情
報
発
信
の
在
り

方
に
つ
い
て
検
討
・
検
証
を
行
い
、
引
き
続

き
専
修
学
校
の
魅
力
の
効
率
的
な
広
報
・
発

信
を
実
施
す
る
た
め
の
予
算
を
要
求
し
て
い

ま
す
。

専
修
学
校
の
教
育
体
制
及
び
施
設
整

備
等
に
関
す
る
取
組

◉
専
修
学
校
の
教
育
体
制
及
び
施
設
整
備
等

に
関
す
る
取
組

専
修
学
校
の
防
災
機
能
や
教
育
基
盤
の
強

化
等
を
目
的
と
し
て
、
学
校
施
設
等
の
耐
震

化
、
ア
ス
ベ
ス
ト
対
策
等
に
係
る
経
費
、
教

育
装
置
、
情
報
処
理
関
係
設
備
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活

用
等
に
係
る
経
費
の
ほ
か
、
太
陽
光
発
電
の

導
入
等
の
エ
コ
改
修
等
の
学
校
環
境
改
善
に

係
る
経
費
の
一
部
を
補
助
す
る
た
め
の
予
算

を
要
求
し
て
い
ま
す
。

そ
の
他

◉
専
修
学
校
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
に
資
す

る
取
組

高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度
に
お
け
る

多
子
世
帯
支
援
を
今
年
度
か
ら
拡
充
し
、
所

得
制
限
な
く
、
授
業
料
等
を
上
限
額
ま
で
減
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免
し
て
お
り
、
引
き
続
き
、
修

学
に
係
る
経
済
的
負
担
軽
減
の

実
施
に
必
要
な
経
費
を
要
求
し

て
い
ま
す
。

◉
高
等
専
修
学
校
へ
の
修
学
支

援
に
資
す
る
取
組

高
等
専
修
学
校
を
含
め
た
、

い
わ
ゆ
る
「
高
校
授
業
料
の
無

償
化
」
に
つ
い
て
は
、
令
和
８

年
度
予
算
編
成
過
程
に
お
い
て

成
案
を
得
て
、
実
現
す
る
こ
と

と
し
て
、
自
民
党
・
公
明
党
・

日
本
維
新
の
会
の
３
党
の
協
議

が
続
い
て
い
ま
す
。

こ
の
た
め
、
令
和
８
年
度
概

算
要
求
に
お
い
て
、
金
額
を
示

さ
な
い
事
項
要
求
と
し
て
い
ま

す
。
３
党
に
お
け
る
協
議
結
果

を
踏
ま
え
て
、
速
や
か
に
対
応

が
で
き
る
よ
う
、
必
要
な
準
備

を
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

令和８年度 専修学校関係概算要求
（ ）は前年度予算額

○高等教育の修学支援の充実（内数）（こども家庭庁計上） -円 （6,532億円）

○億円（344億円）

専修学校の教育体制及び施設整備等に関する取組
☆私立学校施設整備費補助金
学校施設等の耐震化、アスベスト対策等に係る経費、教育装置、ICT活用等に係る経費のほか、太陽光発電の導入等の
エコ改修等の学校環境改善に係る経費を補助。
☆私立大学等研究設備整備費等補助金
授業を実施する際に必要な情報処理関係設備の整備に係る経費を補助。

9億円 （2億円）

○高校生等奨学給付金（内数）  -円（ 152億円）

○日本学生支援機構の奨学金事業（内数） -円（ 962億円）

○高等学校等就学支援金交付金（内数）  -円（ 4,048億円）

○国費外国人留学生制度（内数） 176億円（ 176億円）
※貸与型無利子奨学金（一般会計）分

その他関係予算

【質保証・向上】
☆専修学校の質の向上に向けた学校評価等の推進
専修学校の質の向上に向けた学校評価等の取組を促進するための支援を行うとともに、専修学校の質の保証・向上に向けた取
組を促進するための方策等を検討し、実施する。

1.9億円

☆専修学校と地域の連携深化による職業教育魅力発信力強化事業
専門学校や高等専修学校が担う職業教育等の魅力発信力を強化するため、効果的な情報発信の在り方について検討・検
証を行う。

0.4億円 （0.4億円）

（注）四捨五入の関係で、係数は合計と一致しない。

専修学校教育の振興に資する取組
【人材養成機能の向上】

☆地方やデジタル分野における専修学校理系転換等推進事業
IT人材その他理系人材の不足等に対応していくため、最新の技術動向や市場ニーズに即したカリキュラムの調査・設計等の取組
を支援することで、専修学校における学科の「理系転換」等の再編を推進する。

3.3億円 （3.3億円）

☆専修学校の国際化推進事業
専修学校において、外国人留学生の戦略的受入れの促進と円滑な就職、その後の定着までを見据えた就職先企業との連携に
関するモデルを構築するとともに、国際化に向けた体制整備を行う。

3.0億円 （3.0億円）

☆高等専修学校における多様な学びを保障する先導的研究事業
高等専修学校に求められる職業教育機能を強化し、「学びのセーフティネット」としての役割を果たすために必要となる事項につい
て整理するとともに、モデルとなるカリキュラム等の開発、普及啓発を行う。

1.2億円 （1.2億円）

☆高等専修学校におけるDX人材育成事業
高等専修学校についても、ICTを活用した理系教育プログラムを開発・実施する学校に対し、必要な環境整備の経費を支援す
る。

0.9億円

☆専修学校による地域産業中核的人材養成事業
中長期的に必要となる専門的職業人材の養成に係る新たな教育モデルの構築等を進めるとともに、地域特性に応じた職業人

材養成モデルの開発を行う。

13.4億円 （8.9億円）

・専修学校によるアドバンスト・エッセンシャルワーカー（AEW）創出のためのリ・スキリング推進事業
・人口減少地域の職業人材を確保するための専修学校振興プログラム
・専門学校と高等学校の有機的連携プログラムの開発・実証 

24億円 （22億円）

（注）予算額が「－」のものは事項要求。

一部
新規

新規

新規

6.0億円 （ 1億円）

3.3億円 （ 1.3億円）
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令
和
７
年
度　
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金

　
配
分
方
法
の
主
な
変
更
点
等
に
つ
い
て助

成
部
　
補
助
金
課

一
般
補
助

◉
集
中
改
革
期
間
中
（
令
和
６
～
10
年
度
）

の
時
限
的
措
置

◦�

成
長
分
野
等
へ
の
組
織
転
換
促
進
の
た
め

の
支
援
【
変
更
】

　

昨
年
度
新
設
さ
れ
た
、
成
長
分
野
等
へ
の

組
織
転
換
を
促
進
す
る
た
め
の
理
工
農
分
野

の
学
部
・
学
科
に
対
す
る
支
援
に
つ
い
て
の

申
請
を
、
学
部
・
学
科
の
開
設
年
度
に
限
定

す
る
取
り
扱
い
に
変
更
し
ま
す
。

◉
理
工
農
系・医
歯
系
の
教
員
単
価
【
変
更
】

　

物
価
高
騰
等
を
踏
ま
え
、
理
工
農
系
・
医

歯
系
学
部
の
専
任
教
員
等
一
人
当
た
り
の
単

価
を
増
額
し
ま
す
。

◉
専
任
教
職
員
の
認
定
コ
ー
ド
01
の
対
象
と

な
る
給
付
金
【
拡
充
】

　

雇
用
保
険
法
の
改
正
に
伴
い
、
対
象
と
な

る
給
付
金
を
出
産
手
当
金
（
出
産
費
、
出
産

費
付
加
金
等
を
除
き
ま
す
）、
雇
用
保
険
法

の
適
用
に
よ
る
出
生
時
育
児
休
業
給
付
金
、

育
児
休
業
給
付
金
、
出
生
後
休
業
支
援
給
付

金
、
育
児
時
短
就
業
給
付
金
に
拡
充
し
ま
す
。

◉
情
報
の
公
表
に
か
か
る
公
表
項
目

　
【
追
加
】

　

学
校
教
育
法
施
行
規
則
の
改
正
等
に
よ

り
、
公
表
項
目
に
「
入
学
者
の
選
抜
に
関
す

る
こ
と
」、「
外
国
人
留
学
生
の
数
」
を
追
加

し
ま
す
。
ま
た
、
専
門
職
大
学
等
及
び
専
門

職
大
学
院
を
置
く
大
学
に
あ
っ
て
は
、「
専

門
性
が
求
め
ら
れ
る
職
業
に
就
い
て
い
る

者
、
当
該
職
業
に
関
連
す
る
事
業
を
行
う
者

そ
の
他
の
関
係
者
と
の
協
力
の
状
況
」
を
、

大
学
院
（
専
門
職
大
学
院
を
含
み
ま
す
）
を

置
く
大
学
に
あ
っ
て
は
、「
研
究
科
、
専
攻

又
は
学
生
の
履
修
上
の
区
分
ご
と
の
、
当
該

大
学
院
に
入
学
し
た
者
の
う
ち
標
準
修
業
年

限
以
内
で
修
了
し
た
者
の
占
め
る
割
合
そ
の

他
学
位
授
与
の
状
況
」
に
つ
い
て
の
公
表
項

目
を
追
加
し
ま
す
。
さ
ら
に
、
大
学
院
（
専

門
職
大
学
院
を
除
き
ま
す
）
を
置
く
大
学
に

あ
っ
て
は
、「
学
位
論
文
に
係
る
評
価
に
当

た
っ
て
の
基
準
」
に
つ
い
て
の
公
表
項
目
を

追
加
し
ま
す
。

◉
収
容
定
員
未
充
足
校
に
お
け
る
学
生
納
付

金
収
入
に
対
す
る
教
育
研
究
経
費
支
出
等

の
割
合
に
よ
る
増
減
率
の
厳
格
化【
変
更
】

　

定
員
未
充
足
の
大
学
ほ
ど
、
学
生
納
付
金

収
入
に
対
す
る
教
育
研
究
経
費
支
出
等
の
割

合
が
高
く
出
る
傾
向
に
あ
る
、
と
の
財
政
制

度
等
審
議
会
の
指
摘
を
踏
ま
え
、
現
状
の
増

減
率
表
と
は
別
に
、
収
容
定
員
充
足
率
が

90
％
未
満
の
大
学
等
に
お
け
る
、
定
員
充
足

率
の
影
響
を
調
整
す
る
た
め
、
増
減
率
表
を

見
直
し
ま
す
（
表
参
照
）。

◉
地
方
中
小
規
模
校
の
学
生
単
価
等

　
【
変
更
】

　

地
域
需
要
や
ア
ク
セ
ス
に
貢
献
す
る
大
学

等
を
重
点
支
援
す
る
た
め
、
学
生
経
費
の
地

方
単
価
の
見
直
し
を
行
い
、
次
の
各
取
組
の

状
況
に
よ
り
学
生
経
費
に
か
か
る
第
二
次
調

整
後
額
を
０
～
35
％
程
度
の
範
囲
で
増
額
し

ま
す
。

①�

卒
業
生
に
占
め
る
地
方
企
業
等
へ
就
職
し

た
者
の
割
合

②�

地
方
に
所
在
す
る
自
治
体
又
は
企
業
等
と

の
受
託
研
究
、
共
同
研
究
の
実
施
件
数

③�

地
方
に
所
在
す
る
自
治
体
又
は
企
業
等
と

の
人
材
育
成
に
か
か
る
協
定
の
締
結

④�

地
方
に
所
在
す
る
自
治
体
又
は
企
業
等
か

ら
の
要
望
等
に
よ
る
人
材
育
成
に
か
か
る

学
部・学
科
の
開
設
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
講

⑤�

地
方
に
所
在
す
る
自
治
体
又
は
企
業
等
か

ら
の
人
材
育
成
に
か
か
る
財
政
支
援

◉
教
育
の
質
に
か
か
る
客
観
的
指
標

◦�

学
生
の
学
修
実
態
等
の
把
握

　【
設
問
の
変
更
】

　
「
２
０
４
０
年
に
向
け
た
高
等
教
育
の
グ

ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
答
申
」
や
「
教
学
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
指
針
」、「
我
が
国
の
『
知
の
総
和
』

向
上
の
未
来
像
答
申
」
等
を
踏
ま
え
実
施
さ

れ
て
い
る
、
全
国
学
生
調
査
に
対
応
し
た
設

問
内
容
に
変
更
し
ま
す
。

特
別
補
助

◉
社
会
人
の
受
入
れ
環
境
整
備

　
【
変
更
・
廃
止
】

　

補
助
要
件
及
び
取
組
の
う
ち
、「
実
務
家

教
員
も
し
く
は
実
務
経
験
の
あ
る
教
員
等
の

登
用
、
又
は
産
学
が
緊
密
に
連
携
し
た
実
践

的
な
コ
ー
ス
等
の
設
定
」
を
「
産
学
が
緊
密

に
連
携
し
た
実
践
的
な
コ
ー
ス
等
の
設
定
」

に
変
更
し
ま
す
。
ま
た
、
取
組
の
う
ち
「
地

方
公
共
団
体
又
は
産
業
界
と
の
連
携
に
よ
る

表　学生納付金収入に対する教育研究経費支出及び設備関係支出の割合による増減率表
　　（収容定員充足率が90％未満の場合）

区分 増減率
15% 10% 5% 0%  ▲5% ▲10% ▲15% ▲20%  ▲25% ▲30% ▲35% ▲40% ▲45%

大学
（医歯学部なし）

％
～84

％
83～77

％
76～69

％
68～60

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
59～53 52～47 46～43 42～39 38～34 33～30 29～27 26～23 22～

大学 
（医歯学部のみ） ～100 99～92 91～84 83～77 76～70 69～63 62～58 57～48 47～42 41～36 35～30 29～24 23～

大学 
（医歯学部ほか） ～88 87～80 79～73 72～66 65～59 58～53 52～47 46～41 40～35 34～29 28～23 22～18 17～

短大 
高専 ～55 54～50 49～45 44～41 40～36 35～32 31～28 27～23 22～19 18～15 14～12 11～10 9～

大学院大学 ～95 94～90 89～85 84～80 79～76 75～73 72～66 65～61 60～57 56～54 53～51 50～48 47～
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生
涯
学
習
や
社
会
人
教
育
の
実
施
」
を
廃
止

し
ま
す
。
こ
れ
に
伴
い
、
補
助
要
件
の
取
組

実
施
項
目
数
に
つ
い
て
、
大
学
は
５
項
目
以

上
か
ら
４
項
目
以
上
に
、
大
学
院
大
学
、
短

期
大
学
及
び
高
等
専
門
学
校
は
４
項
目
以
上

か
ら
３
項
目
以
上
に
変
更
し
ま
す
。

◉
海
外
か
ら
の
学
生
の
受
入
れ
【
変
更
】

　
「
我
が
国
の
『
知
の
総
和
』向
上
の
未
来
像

答
申
」
に
お
い
て
、
留
学
以
外
の
在
留
資
格

に
よ
る
外
国
籍
の
生
徒
の
、
高
等
教
育
機
関

へ
の
進
学
が
増
え
て
い
く
こ
と
が
想
定
さ
れ

る
中
で
の
対
応
が
求
め
ら
れ
る
と
さ
れ
て
い

る
こ
と
か
ら
、
新
た
に
在
留
資
格
「
家
族
滞

在
」
を
保
有
す
る
学
生
を
補
助
の
対
象
と
し

ま
す
。

◉
大
学
等
の
教
育
研
究
環
境
の
国
際
化

　
【
変
更
】

　
「
海
外
か
ら
の
学
生
の
受
入
れ
」同
様
、
在

留
資
格
「
家
族
滞
在
」
を
保
有
す
る
学
生
を

受
入
れ
の
対
象
と
し
ま
す
。ま
た
、
補
助
要
件

の
取
組
に
つ
い
て
、
在
留
資
格
「
家
族
滞
在
」

を
保
有
す
る
学
生
の
受
入
れ
に
対
応
し
た
取

組
と
、
外
国
人
留
学
生
又
は
招
致
学
生
の
受

入
れ
の
た
め
の
体
制
強
化
に
伴
う
適
切
な
授

業
料
設
定
に
か
か
る
取
組
を
追
加
し
ま
す
。

◉
短
期
大
学
・
高
等
専
門
学
校
に
お
け
る
教

育
研
究
の
充
実
【
変
更
】

　

補
助
要
件
の
う
ち
、
研
究
紀
要
の
作
成
・

公
表
に
つ
い
て
、
研
究
紀
要
が
当
該
年
度
よ

り
前
に
作
成
・
公
表
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
て

も
、
５
月
１
日
現
在
も
継
続
し
て
い
る
研
究

が
あ
れ
ば
申
請
の
対
象
と
し
て
い
ま
し
た
が
、

当
該
年
度
よ
り
前
に
作
成
・
公
表
し
た
紀
要

は
対
象
外
と
し
、
対
象
を
当
該
年
度
中
に
作

成
・
公
表
し
た
紀
要
の
み
に
変
更
し
ま
す
。

私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事
業

　

未
来
を
支
え
る
人
材
を
育
む
特
色
あ
る
教

育
の
推
進
や
高
度
研
究
を
実
現
す
る
体
制
・

環
境
の
構
築
、
地
域
と
連
携
し
た
取
組
や
大

学
間
や
自
治
体
等
と
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

形
成
等
を
通
じ
た
地
域
社
会
へ
の
貢
献
、
産

学
連
携
の
強
化
等
を
通
じ
た
社
会
実
装
の
推

進
な
ど
、
自
ら
の
特
色
・
強
み
や
役
割
の
明

確
化
・
伸
長
に
向
け
た
改
革
に
全
学
的
・
組

織
的
に
取
り
組
む
大
学
等
を
重
点
的
に
支
援

し
ま
す
。

◉
タ
イ
プ
１
「『
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５
・
０
』

の
実
現
等
に
向
け
た
特
色
あ
る
教
育
の
展

開
」�

（
１
０
５
校
程
度
）

◦�

未
来
を
支
え
る
人
材
育
成
の
た
め
の
教
育

機
能
の
強
化
を
促
進
し
ま
す
。

◦�

高
大
接
続
改
革
へ
の
取
組
を
支
援
し
ま
す
。

◉
タ
イ
プ
２
「
特
色
あ
る
高
度
な
研
究
の
展

開
」�

（
45
校
程
度
）

◦�

特
色
あ
る
研
究
の
高
度
化
・
強
化
に
向
け

た
大
学
等
の
機
能
強
化
を
促
進
し
ま
す
。

◉
タ
イ
プ
３「
地
域
社
会
の
発
展
へ
の
貢
献
」

�

（
１
１
５
校
程
度
）

◦�

地
域
の
経
済
・
社
会
、
産
業
、
文
化
等
の

発
展
に
寄
与
す
る
取
組
を
支
援
し
ま
す
。

◦�

大
学
間
、
自
治
体
・
産
業
界
等
と
の
連
携

を
進
め
る
た
め
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
形

成
を
通
じ
た
、
地
域
と
大
学
等
双
方
の
発

展
に
向
け
た
取
組
を
支
援
し
ま
す
（
20
～

40
グ
ル
ー
プ
）。

◉
タ
イ
プ
４
「
社
会
実
装
の
推
進
」

�

（
40
校
程
度
）

◦�

産
業
連
携
本
部
の
強
化
や
企
業
と
の
共
同

研
究
・
受
託
研
究
、
知
的
財
産
・
技
術
の

実
用
化
・
事
業
化
、
産
業
界
と
連
携
し
た

社
会
実
装
の
推
進
に
向
け
た
取
組
を
支
援

し
ま
す
。

【
主
な
変
更
点
】

◉
全
タ
イ
プ
共
通

◦�

６
年
度
に
お
い
て
実
施
率
の
高
か
っ
た
設

問
等
に
つ
い
て
、
配
点
の
見
直
し
、
内
容

や
選
択
肢
の
高
度
化
を
し
ま
す
。
ま
た
、

一
部
の
設
問
に
つ
い
て
は
廃
止
し
ま
す
。

◦�

中
央
教
育
審
議
会
の
議
論
、政
府
施
策
の
動

向
等
を
踏
ま
え
新
規
設
問
を
設
定
し
ま
す
。

【
新
規
の
設
問
】

◉
タ
イ
プ
１

◦�

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク・ア
ド
バ
イ
ジ
ン
グ
の
導
入

　

�　

全
学
生
が
活
用
で
き
る
相
談
窓
口
の
設

置
や
ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
等

の
専
門
職
の
配
置
を
行
っ
た
う
え
、
全
学

的
に
き
め
細
か
な
履
修
指
導
や
学
修
支

援
、
学
生
支
援
を
包
括
的
に
行
う
体
制
の

構
築
を
評
価
し
ま
す
。

◉
タ
イ
プ
２

◦�

若
手
研
究
者
活
躍
に
向
け
た
環
境
整
備

　

�　
「
シ
ニ
ア
教
員
か
ら
の
若
手
研
究
者
へ

の
任
期
な
し
ポ
ス
ト
振
替
」
や
「
若
手
研

究
者
に
特
化
し
た
研
究
に
関
す
る
財
政
支

援
」
等
、
若
手
研
究
者
活
躍
に
向
け
た
環

境
整
備
に
か
か
る
取
組
を
評
価
し
ま
す
。

【
廃
止
の
設
問
】

　

以
下
の
設
問
に
つ
い
て
は
、
取
組
の
促
進

を
実
施
率
に
よ
り
確
認
で
き
た
こ
と
か
ら
廃

止
し
ま
す
。

◉
タ
イ
プ
１

◦�

ア
ド
ミ
ッ
シ
ョ
ン
・
オ
フ
ィ
サ
ー
の
配
置

◉
タ
イ
プ
２

◦�

オ
ー
プ
ン
ア
ク
セ
ス
ポ
リ
シ
ー
の
策
定
及

び
研
究
成
果
の
公
表

◉
タ
イ
プ
３
「
地
域
連
携
型
」

◦�

事
務
局
体
制
の
整
備

◉
タ
イ
プ
４

◦�

産
学
連
携
の
取
組
状
況
等
の
公
表

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）
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３
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３
２
３
０
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７
３
０
０
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７
３
０
３
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別
補
助

特
別
補
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第
一
係

☎
０
３
（
３
２
３
０
）
７
３
０
８
～
７
３
１
１

特
別
補
助
第
二
係

☎
０
３
（
３
２
３
０
）
７
３
１
２
～
７
３
１
４

私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事
業

特
別
補
助
第
一
係

☎
０
３
（
３
２
３
０
）
７
３
０
８
～
７
３
１
１

Ｅ
メ
ー
ル　

hojokin@
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助
成
業
務

令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度

　
私
立
大
学
・
短
期
大
学
等
入
学
志
願
動
向

私
学
経
営
情
報
セ
ン
タ
ー
　
私
学
情
報
室

　

私
学
事
業
団
で
は
、
今
年
度
実
施
し
た

「
令
和
７
年
度
学
校
法
人
基
礎
調
査
」
の

デ
ー
タ
を
基
に
、
私
立
大
学
及
び
短
期
大
学

の
入
学
志
願
動
向
を
集
計
し
、「
令
和
７

（
２
０
２
５
）
年
度
私
立
大
学
・
短
期
大
学

等
入
学
志
願
動
向
」
に
ま
と
め
ま
し
た
。
本

調
査
に
ご
協
力
い
た
だ
い
た
学
校
法
人
の
皆

様
に
厚
く
御
礼
を
申
し
上
げ
ま
す
。
報
告
書

は
、
令
和
７
年
８
月
上
旬
に
各
学
校
法
人
に

送
付
し
て
い
ま
す
。

　

こ
こ
で
は
、
６
年
度
と
７
年
度
の
入
学
定

員
・
志
願
者
数
・
入
学
定
員
充
足
率
な
ど
の

概
況
、
学
校
所
在
地
の
地
域
別
の
動
向
、
直

近
10
年
の
入
学
定
員
充
足
状
況
に
つ
い
て
説

明
し
ま
す
。
な
お
、
本
集
計
で
は
、
通
信
教

育
と
、
学
生
募
集
を
停
止
し
た
学
校
・
学
部
・

学
科
・
研
究
科
は
除
い
て
い
ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
私
学
事
業
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

〔
助
成
業
務
の
ご
案
内
▼
経
営
支
援
・
情
報
提

供
▼
私
立
大
学
・
短
期
大
学
等
入
学
志
願
動

向
〕
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

大
学
の
概
況
（
表
１
）

　

７
年
度
の
集
計
学
校
数
は
５
９
４
校
で
、

前
年
度
よ
り
４
校
減
少
し
ま
し
た
。
入
学
定

員
は
１
１
１
４
人
減
少
し
、
志
願
者
数
は
25

万
２
３
５
１
人
、
受
験
者
数
は
24
万
５
４
９

７
人
増
加
し
ま
し
た
。
入
学
者
数
は
１
万
６

１
０
７
人
の
増
加
と
な
り
、
５
年
度
以
来
２

年
ぶ
り
に
50
万
人
を
上
回
り
ま
し
た
。

　

こ
の
結
果
、
入
学
定
員
充
足
率
は
３
・
42

ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
、
１
０
１
・
61
％
と
な
り

ま
し
た
。

◉
地
域
別
の
動
向
（
表
２
）

　

三
大
都
市
圏
の
入
学
定
員
充
足
率
は
、
前

年
度
よ
り
３
・
31
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
て
１
０

３
・
18
％
、
そ
の
他
の
地
域
で
は
３
・
82
ポ

イ
ン
ト
上
昇
し
て
96
・
３
％
と
な
り
、
５
年

連
続
で
、
三
大
都
市
圏
の
充
足
率
が
そ
の
他

の
地
域
の
充
足
率
を
上
回
り
ま
し
た
。

◉
入
学
定
員
充
足
状
況（
図
１
）

　

直
近
10
年
の
状
況
を
見
る
と
、

平
成
28
年
度
の
入
学
定
員
充
足

率
１
０
０
％
未
満
の
学
校
は
２

５
７
校
で
、
全
体
の
44
・
５
％

で
し
た
。
そ
の
後
、
１
０
０
％

未
満
の
学
校
数
は
平
成
28
年
度

か
ら
の
定
員
管
理
の
厳
格
化
等

に
よ
り
、
減
少
が
続
い
て
い
ま

し
た
が
、
令
和
３
年
度
か
ら
増

加
傾
向
と
な
り
、
６
年
度
は
３

５
４
校
、
全
体
の
59
・
２
％
ま

で
上
昇
し
ま
し
た
。７
年
度
は
、

前
年
度
よ
り
38
校
減
少
し
、
３

１
６
校
と
な
り
、
全
体
に
占
め

る
割
合
も
６
・
０
ポ
イ
ン
ト
下

降
し
、
53
・
２
％
と
な
り
ま
し

た
。

表１　大学の概況
区　分 6年度 7年度 増　減

集計学校数（校） 598 594 △4

入 学 定 員（人） 503,869 502,755 △ 1,114
（△0.2%）

志 願 者 数（人） 3,704,472 3,956,823 252,351 
（6.8%）

受 験 者 数（人） 3,534,534 3,780,031 245,497
（6.9%）

合 格 者 数（人） 1,490,671 1,465,691 △ 24,980
（△1.7%）

入 学 者 数（人） 494,732 510,839 16,107
（3.3%）

志 願 倍 率※1（倍） 7.35 7.87 0.52ポイント
合　格　率※2（％） 42.17 38.77 △3.40ポイント
歩　留　率※3（％） 33.19 34.85 1.66ポイント
入学定員充足率※4（％） 98.19 101.61 3.42ポイント

※1 志願倍率（志願者数÷入学定員）　※2 合格率（合格者数÷受験者数）
※3 歩留率（入学者数÷合格者数）　※4 入学定員充足率（入学者数÷入学定員）

表２　地域別の動向（大学）
区　分 集計学校数 志願倍率 入学定員充足率

６年度 ７年度 ６年度 ７年度 ６年度 ７年度

北海道 校 校 倍 倍 ％ ％
24 24 3.02 3.18 94.28 99.76 

東　北
（宮城を除く） 23 22 1.98 2.07 78.14 85.57 

宮　城 12 12 3.44 3.37 96.85 98.62 
関東（埼玉、千葉、
東京、神奈川を除く） 24 24 3.77 3.71 102.35 103.06 

　埼　玉※ 25 25 4.32 4.70 91.20 96.84 
　千　葉※ 26 26 10.86 12.08 94.52 96.71 
　東　京※ 116 115 8.85 9.58 102.20 104.91 
　神奈川※ 27 27 5.13 5.17 96.29 101.05 

甲信越 23 23 2.12 2.23 91.67 96.26 
北　陸 13 12 3.92 3.70 88.66 92.70 
東　海

（愛知を除く） 21 21 3.22 3.18 90.48 90.52 

　愛　知※ 45 45 7.30 7.83 98.89 103.62 
近畿（京都、大阪、

兵庫を除く） 14 14 3.00 2.89 80.88 82.38 

　京　都※ 26 26 9.91 10.68 98.44 102.23 
　大　阪※ 52 51 10.00 10.31 101.47 105.06 
　兵　庫※ 27 27 6.34 7.20 94.87 96.88 

中　国
(広島を除く） 21 21 2.43 2.64 78.39 82.82 

広　島 14 14 3.97 3.63 86.68 92.48 
四　国 10 10 2.10 2.28 76.14 84.67 
九　州

（福岡を除く） 28 28 2.30 2.50 94.34 101.25 

福　岡 27 27 6.16 6.67 104.56 106.95 
合　計 598 594 7.35 7.87 98.19 101.61 

三大都市圏
（※の地域） 344 342 8.48 9.12 99.87 103.18 

その他の地域 254 252 3.54 3.64 92.48 96.30 

0

100

200

300

400

500

600

700
（校） 100%以上の学校数

100%未満の学校数
100%未満の割合

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
（％）

（年度）H28 29 30 R元 2 3 4 5 6 7

図１　直近１０年の入学定員充足状況（大学）

年　度 H28 29 30 R元 ２ ３ ４ ５ ６ ７

100%以上の学校数 320 352 372 393 409 320 315 280 244 278 

100%未満の学校数 257 229 210 194 184 277 283 320 354 316 

100%未満の割合(%) 44.5 39.4 36.1 33.0 31.0 46.4 47.3 53.3 59.2 53.2

合　　計 577 581 582 587 593 597 598 600 598 594 
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短
期
大
学
の
概
況
（
表
３
）

　

７
年
度
の
集
計
学
校
数
は
２
４
９
校
で
、

前
年
度
よ
り
23
校
減
少
し
ま
し
た
。
入
学
定

員
は
６
５
３
９
人
、
志
願
者
数
は
４
８
４
５

人
、
受
験
者
数
は
４
４
６
７
人
減
少
し
ま
し

た
。
ま
た
、
入
学
者
数
は
３
２
０
７
人
の
減

少
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
結
果
、
入
学
定
員
充
足
率
は
３
・
63

ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
、
73
・
78
％
と
な
り
ま
し

た
。

◉
地
域
別
の
動
向
（
表
４
）

　

三
大
都
市
圏
の
入
学
定
員
充
足
率
は
、
前

年
度
よ
り
５
・
24
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
て
74
・

７
％
、
そ
の
他
の
地
域
で
は
２
・
３
ポ
イ
ン

ト
上
昇
し
て
73
・
04
％
と
な
り
、
４
年
ぶ
り

に
、
三
大
都
市
圏
の
充
足
率
が
、
そ
の
他
の

地
域
の
充
足
率
を
上
回
り
ま
し
た
。

◉
入
学
定
員
充
足
状
況（
図
２
）

　

直
近
10
年
の
状
況
を
見
る
と
、

平
成
28
年
度
の
入
学
定
員
充
足

率
１
０
０
％
未
満
の
学
校
は
２

０
８
校
で
、
全
体
の
66
・
９
％

で
し
た
。
そ
の
後
、
１
０
０
％

未
満
の
学
校
数
は
増
減
を
繰
り

返
し
、
７
年
度
は
前
年
度
よ
り

29
校
減
少
し
２
２
０
校
と
な
り

ま
し
た
。
ま
た
、
全
体
に
占
め

る
割
合
も
３
・
１
ポ
イ
ン
ト
下

降
し
、
88
・
４
％
と
な
り
ま
し

た
。

大
学
院
の
概
況
（
表
５
）

　

７
年
度
の
入
学
者
数
は
、
修
士
課
程
及
び

博
士
前
期
課
程
、
専
門
職
学
位
課
程
で
３
万

８
６
９
２
人
と
な
り
、
う
ち
法
科
大
学
院
は

１
０
３
７
人
、
専
門
職
大
学
院
（
法
科
大
学

院
を
除
き
ま
す
）
は
５
１
２
１
人
と
な
り
ま

し
た
。
ま
た
、
博
士
課
程
及
び
博
士
後
期
課

程
は
４
６
９
１
人
と
な
り
ま
し
た
。

表３　短期大学の概況
区　分 6年度 7年度 増　減

集計学校数（校） 272 249 △ 23

入 学 定 員（人） 44,607 38,068 △ 6,539
（△14.7%）

志 願 者 数（人） 40,081 35,236 △ 4,845
（△12.1%）

受 験 者 数（人） 39,119 34,652 △ 4,467
（△11.4%）

合 格 者 数（人） 36,722 32,315 △ 4,407
（△12.0%）

入 学 者 数（人） 31,293 28,086 △ 3,207
（△10.2%）

志 願 倍 率※1（倍） 0.90 0.93 0.03ポイント
合　格　率※2（％） 93.87 93.26 △0.61ポイント
歩　留　率※3（％） 85.22 86.91 1.69ポイント

入学定員充足率※4（％） 70.15 73.78 3.63ポイント
※1 志願倍率（志願者数÷入学定員）　※2 合格率（合格者数÷受験者数）
※3 歩留率（入学者数÷合格者数）　　※4 入学定員充足率（入学者数÷入学定員）

表５　大学院の概況

区　分
修士課程及び
博士前期課程

専門職学位課程
博士課程及び
博士後期課程うち法科

大学院
うち専門職大
学院（法科大
学院を除く）

集計学校数（校） 477 17 42 325
入 学 定 員（人） 44,276 1,106 4,872 8,554
志 願 者 数（人） 79,805 8,705 9,311 5,944
受 験 者 数（人） 74,490 7,577 8,892 5,865
合 格 者 数（人） 44,220 2,175 5,698 4,892
入 学 者 数（人） 38,692 1,037 5,121 4,691

志 願 倍 率※1（倍） 1.80 7.87 1.91 0.69
合　格　率※2（％） 59.36 28.71 64.08 83.41
歩　留　率※3（％） 87.50 47.68 89.87 95.89

入学定員充足率※4（％） 87.39 93.76 105.11 54.84
※1 志願倍率（志願者数÷入学定員）　※2 合格率（合格者数÷受験者数）
※3 歩留率（入学者数÷合格者数）　　※4 入学定員充足率（入学者数÷入学定員）

表４　地域別の動向（短期大学）
区　分 集計学校数 志願倍率 入学定員充足率

6年度 7年度 6年度 7年度 6年度 7年度

北海道 校 校 倍 倍 ％ ％
12 11 0.84 0.87 65.18 73.95 

東　北
（宮城を除く） 17 17 0.65 0.66 59.69 60.93 

宮　城 5 5 0.87 0.87 77.80 78.63 
関東（埼玉、千葉、
東京、神奈川を除く） 14 13 0.81 0.84 70.88 67.48 

　埼　玉※ 11 10 0.70 0.65 67.61 62.22 
　千　葉※ 7 6 0.78 0.75 71.64 71.01 
　東　京※ 31 30 0.88 0.89 65.11 67.78 
　神奈川※ 11 10 0.69 0.83 56.53 71.94 

甲信越 15 15 0.84 0.79 71.11 70.02 
北　陸 6 6 1.03 0.91 81.79 73.75 
東　海

（愛知を除く） 15 13 0.87 0.84 71.31 74.72 

　愛　知※ 15 14 0.85 0.84 69.71 69.34 
近畿（京都、大阪、

兵庫を除く） 7 6 1.08 1.25 74.70 78.82 

　京　都※ 9 7 1.12 1.24 74.52 88.51 
　大　阪※ 20 19 1.20 1.39 78.54 88.30 
　兵　庫※ 14 12 1.18 1.00 72.71 81.67 

中　国
(広島を除く） 13 11 0.79 0.85 65.66 70.81 

広　島 4 3 0.74 0.95 63.38 84.17 
四　国 11 11 0.84 0.89 65.83 69.41 
九　州

（福岡を除く） 18 16 0.95 0.98 75.64 78.83 

福　岡 17 14 0.90 0.94 74.15 75.65 
合　計 272 249 0.90 0.93 70.15 73.78 

三大都市圏
（※の地域） 118 108 0.94 0.98 69.46 74.70 

その他の地域 154 141 0.86 0.88 70.74 73.04

年度 H28 29 30 R元 2 3 4 5 6 7

100%以上の学校数 103 100 89 69 76 47 40 22 23 29

100%未満の学校数 208 204 212 228 215 239 239 254 249 220

100%未満の割合（%） 66.9 67.1 70.4 76.8 73.9 83.6 85.7 92.0 91.5 88.4

合　　計 311 304 301 297 291 286 279 276 272 249
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図２　直近10年の入学定員充足状況（短期大学）
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共
済
業
務退

職
等
年
金
給
付
と
は

退
職
等
年
金
給
付
は
、
加
入
者
と
学
校
法

人
等
が
折
半
で
掛
金
を
負
担
す
る
積
立
方
式

の
年
金
制
度
で
す
。

具
体
的
に
は
、
退
職
等
年
金
給
付
掛
金
を

負
担
す
る
こ
と
に
よ
り
積
み
立
て
ら
れ
た
財

源
と
こ
れ
に
対
す
る
毎
月
の
利
子
（
基
準
利

率
に
基
づ
く
複
利
）を
原
資
（
※※
１
）と
し
、

そ
の
原
資
と
年
金
現
価
率
（
※※
２
）
に
基
づ

き
年
金
額
が
決
め
ら
れ
ま
す
（
図
参
照
）。

※※�

１　

原
資
（
給
付
算
定
基
礎
額
）
の
半
分

を
終
身
退
職
年
金
算
定
基
礎
額
、
半
分
を

有
期
退
職
年
金
算
定
基
礎
額
と
い
い
ま
す
。

※※��

２　

給
付
算
定
基
礎
額
を
１
年
分
の
年
金

額
に
換
算
す
る
た
め
の
率
で
、
終
身
年
金

現
価
率
と
有
期
年
金
現
価
率
が
あ
り
ま
す
。

基
準
利
率
等
の
設
定
方
法 

毎
年
10
月
か
ら
適
用
す
る
基
準
利
率
は
、

そ
の
年
の
９
月
30
日
ま
で
に
見
直
し
を
行

い
、
国
債
の
利
回
り
（
10
年
国
債
応
募
者
平

均
利
回
り
の
直
近
１
年
間
又
は
５
年
間
の
平

均
の
い
ず
れ
か
低
い
率
）
を
基
礎
と
し
て
、

積
立
金
の
運
用
の
状
況
及
び
そ
の
見
通
し
並

び
に
国
家
公
務
員
共
済
組
合
の
基
準
利
率
を

勘
案
し
て
設
定
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
年
金
現
価
率
は
、
基
準
利
率
や
死

亡
率
等
を
勘
案
し
、
設
定
す
る
こ
と
と
な
っ

て
い
ま
す
。

令
和
７
年
10
月
か
ら
の 

基
準
利
率
は
０
・
42
％

７
年
10
月
か
ら
適
用
す
る
基
準
利
率
は
基

礎
と
な
る
国
債
の
利
回
り
が
０
・
４
１
３
２
％

で
あ
っ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
こ
れ
ま
で
の

０
・
19
％
か
ら
０
・
41
％
に
見
直
さ
れ
ま
し

た
が
、
令
和
５
年
財
政
再
計
算
結
果
を
踏
ま

え
た
剰
余
の
処
理
と
し
て
０
・
01
％
の
加
算

率
を
加
え
、
０
・
42
％
に
設
定
し
ま
す
。

ま
た
、
基
準
利
率
の
見
直
し
に
伴
い
、
年

金
現
価
率
も
変
更
と
な
り
ま
し
た
。

年
金
現
価
率
は
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
〔
私
学
共
済
事
業
の
ご
案
内
▼
年
金
等
給

付
▼
年
金
等
給
付
の
概
要
▼
退
職
等
年
金
給

付
〕
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

見
直
し
後
の
年
金
現
価
率
に
よ
る
７
年
10

月
か
ら
の
退
職
年
金
の
額
は
、
対
象
者
宛
て

に
年
金
額
改
定
通
知
書
を
送
付
し
ま
す
。

年
金
額
改
定
通
知
書
は
12
月
上
旬
に
発
送

す
る
予
定
で
す
。

資
格
確
認
書
の
一
斉
発
送 

マ
イ
ナ
保
険
証
未
登
録
者
対
象

業
務
部　

資
格
課

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
ク
リ
ー
ム
色
の
加
入
者

証
及
び
加
入
者
被
扶
養
者
証
が
医
療
機
関
等

で
使
用
で
き
る
の
は
令
和
７
年
12
月
１
日
ま

で
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
に
伴
い
マ
イ
ナ
保
険

証
を
持
っ
て
い
な
い
人
（
電
子
証
明
書
の
期

限
が
切
れ
て
い
る
人
を
含
み
ま
す
）
を
対
象

に
紙
製
ピ
ン
ク
色
の
資
格
確
認
書
を
交
付

し
、
学
校
法
人
等
宛
て
に
一
斉
発
送
し
ま
す

の
で
対
象
者
へ
の
配
付
を
お
願
い
し
ま
す
。

◉
送
付
日

令
和
７
年
11
月
中
旬

◉
対
象
と
な
る
人
の
抽
出

私
学
事
業
団
の
加
入
者
及
び
被
扶
養
者
の

デ
ー
タ
と
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
で

確
認
し
て
い
る
マ
イ
ナ
保
険
証
の
保
有
者

デ
ー
タ
を
突
合
し
、
マ
イ
ナ
保
険
証
を
持
っ

て
い
な
い
人
を
抽
出
し
ま
す
。
デ
ー
タ
の
突

合
は
７
年
10
月
を
予
定
し
て
い
ま
す
。
す
で

に
資
格
確
認
書
を
持
っ
て
い
る
人
や
７
年
12

月
２
日
以
前
に
75
歳
に
到
達
し
て
い
る
人
は

交
付
対
象
か
ら
除
き
ま
す
。

◉
資
格
確
認
書
の
取
り
扱
い

資
格
確
認
書
の
有
効
期
限
は
11
年
11
月
30

日
で
す
（
75
歳
に
到
達
す
る
人
は
75
歳
の
誕

生
日
の
前
日
ま
で
）。期
限
内
に
加
入
者
が
資

格
喪
失
し
た
、
被
扶
養
者
が
取
り
消
し
と

な
っ
た
場
合
等
は
学
校
法
人
等
が
回
収
し
、

本
事
業
団
に
返
納
し
て
く
だ
さ
い
。

令
和
７
年
10
月
か
ら
の
基
準
利
率
及
び 

年
金
現
価
率
（
退
職
等
年
金
給
付
）

数
理
統
計
室

図　退職等年金給付の運営イメージ
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毎
年
基
準
日
（
９
月
１
日
）
時
点
で
被
保

険
者
で
あ
る
65
歳
以
上
の
年
金
受
給
権
者
の

老
齢
厚
生
年
金
の
額
は
、
当
年
８
月
ま
で
の

被
保
険
者
期
間
を
算
定
基
礎
と
し
て
、
毎
年

10
月
に
改
定
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
改
定
後
の
年
金
額
の
送
金
は
、
12

月
定
期
支
給
（
10
・
11
月
分
）
か
ら
で
す
。

◉
対
象
と
な
る
人

　

次
の
す
べ
て
を
満
た
し
て
い
る
人
が
対
象

で
す
。

・
65
歳
以
上
で
あ
る
こ
と

・�

老
齢
厚
生
年
金
の
受
給
権
者
で
あ
る
こ
と

・�

９
月
１
日
時
点
で
厚
生
年
金
被
保
険
者

（
加
入
者
）
で
あ
る
こ
と

◉
手
続
き
等

　

私
学
事
業
団
で
管
理
し
て
い
る
被
保
険
者

記
録
に
基
づ
き
、
自
動
的
に
年
金
額
の
改
定

処
理
を
行
い
ま
す
の
で
、
年
金
受
給
権
者
が

手
続
き
等
を
行
う
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

◉
送
付
時
期
・
送
付
物

　

対
象
者
に
は
、
10
月
下
旬
に
「
改
定
・
支

給
年
金
額
変
更
通
知
書
（
期
間
改
定
）」
に

よ
り
、
改
定
後
の
年
金
額
等
を
お
知
ら
せ
し

ま
す
。

注�　

在
職
中
は
、
標
準
報
酬
月
額
や
標
準
賞

与
額
に
よ
り
年
金
額
の
一
部
又
は
全
部
が

支
給
停
止
と
な
り
ま
す
。

年
金
部

在
職
定
時
改
定
に
か
か
る

通
知
書
の
送
付

　

私
学
共
済
事
務
担
当
者
研
修
会（
以
下「
研

修
会
」
と
い
い
ま
す
）
は
、
事
務
担
当
者
に

私
学
共
済
制
度
の
業
務
内
容
を
理
解
し
て
い

た
だ
く
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。
ぜ
ひ

お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

◉
開
催
日
及
び
会
場
等 

　

令
和
８
年
１
月
13
日（
火
）〜
２
月
４
日（
水
）

　

全
国
の
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
で
20
回
（「
資

格
・
短
期
」
コ
ー
ス
10
回
、「
年
金
」
コ
ー

ス
10
回
）
開
催
し
ま
す
。

　

詳
細
は
、
９
月
調
定
掛
金
等
納
付
通
知
書

（
10
月
14
日
発
送
）
に
同
封
す
る
「
研
修
会

開
催
案
内
（
参
加
申
込
書
付
き
）」
又
は
私

学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
私
学
共
済
事
業
の

ご
案
内
▼
お
知
ら
せ
一
覧
▼
各
種
説
明
会
▼

共
済
事
業
本
部
主
催
〕
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

◉
参
加
で
き
る
人

　

学
校
法
人
等
の
共
済
事
務
担
当
者

注　

加
入
者
資
格
の
有
無
は
問
い
ま
せ
ん
。

◉
研
修
内
容

　

資
格
関
係
・
短
期
給
付
関
係
及
び
年
金
等

給
付
関
係
に
つ
い
て
、「
私
学
共
済
事
務
担

当
者
研
修
会
テ
キ
ス
ト
」
及
び
「
事
務
の
手

引
」
を
基
に
講
義
形
式
に
よ
り
基
礎
的
な
業

務
内
容
の
研
修
を
行
い
ま
す
。

◉
参
加
費

　

１
コ
ー
ス
に
つ
き
１
０
０
０
円

◉
研
修
時
間

　

９
時
30
分
～
16
時
30
分

◉
申
し
込
み
方
法
等

⑴
研
修
コ
ー
ス
の
確
認

　
「
資
格
・
短
期
」
コ
ー
ス
及
び
「
年
金
」�

コ
ー
ス
そ
れ
ぞ
れ
に
、
各
学
校
２
名
ま
で
申

し
込
み
可
能
で
す
。
た
だ
し
、
同
じ
人
が
同

一
コ
ー
ス
に
重
複
し
て
申
し
込
む
こ
と
は
で

き
ま
せ
ん
。

⑵
申
し
込
み
方
法
及
び
期
限

　

開
催
案
内
の
「
令
和
７
年
度　

第
２
回
私

学
共
済
事
務
担
当
者
研
修
会
参
加
申
込
書
」�

を
、
11
月
10
日
（
月
）【
必
着
】
ま
で
に
、

私
学
事
業
団
共
済
事
業
本
部
宛
て
に
郵
送
し

て
く
だ
さ
い
。

◉
参
加
通
知
方
法

　

参
加
の
可
否
は
、
12
月
中
旬
に
学
校
法
人

等
宛
て
に
書
面
で
通
知
し
ま
す
。

・�

各
コ
ー
ス
の
定
員
を
超
え
た
場
合
は
、
抽

選
と
な
り
ま
す
。

・�

応
募
者
が
著
し
く
少
な
い
コ
ー
ス
は
、
中

止
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
あ
ら
か

じ
め
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

令
和
７
年
度

第
２
回
私
学
共
済
事
務
担
当
者
研
修
会

広
報
相
談
セ
ン
タ
ー
　
相
談
班

相談窓口をご利用ください
　共済業務にかかる各種相談、年金の試算及び証明書の
交付などは、共済事業本部の他、ガーデンパレス（東京・
京都を除きます）の共済業務課でも行っています。

受付
時間

月～金曜日（祝日及び年末年始を除きます）
9：00～17：15

共
済
業
務
課
（
直
通
）

札　幌ガーデンパレス ☎011（222）6234
仙　台ガーデンパレス ☎022（299）6231
名古屋ガーデンパレス ☎052（957）1388
大　阪ガーデンパレス ☎06（6393）9701
広　島ガーデンパレス ☎082（262）1134
福　岡ガーデンパレス ☎092（752）0651

共済事業本部（代表） ☎03（3813）5321

注　電話番号をお間違えのないようお願いします。
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令和７年度  積立共済年金・共済定期保険　後期募集
福祉部　貯金・貸付課

共済定期保険（きょうさいていき）　～自助努力による保障づくりをサポート～

積立共済年金（つみきょう）　～ゆとりあるセカンドライフのために～
募集期間 令和７年11月４日（火）～28日（金）私学事業団必着

●年金にプラスアルファがあったら
●日常の生活費は大丈夫かしら
そんなあなたに

●家族みんなで加入したいけど、どの保険に入
ればよいか分からない
●手頃な保険料で入れる保険があったら

そんなあなたに

共済定期保険がおすすめ

●入院、手術、３大疾病、長期休業及び死亡を保
障（保険料掛け捨て）

●加入手続きが簡単で、手頃な保険料
●所得控除が受けられます
●１年ごとに収支計算し、剰余金があれば、
　配当金として還付
【令和６年度配当率】
　家族年金コース・学校加入コース 49.72％　
　医療保障コース 48.92％　

●満 65 歳までに 10 年以上掛金を積み立て
●退職（脱退）時、年金・一時金を選択
●個人年金保険料控除の対象

共済定期保険

積立共済年金

●家族年金コース（主契約）
死亡又は高度障害に対応

 （家族年金コースへの加入が条件）
●医療保障コース
病気やケガによる連続５日以上の入院に対応
●医療費支援コース
病気やケガによる日帰り入院に対応
●３大疾病保障コース
がん・急性心筋梗塞・脳卒中に加え、７大疾病や
上皮内新生物にも対応
●長期休業補償コース
病気やケガによる60日（免責期間）を超える休業
期間に対応

税制適格コース

個人加入コース

●満 65 歳までに２年以上掛金を積み立て
●退職（脱退）後、年金・医療保険・終身保険及び
　一時金から複数選択可能
●一般の生命保険料控除の対象
▶両コースとも積立金増額のため「加入時一時払」「中
途一時払」「退職（脱退）時一時払」の取り扱いができ
ます。

自由選択コース

学校加入コース 福利厚生制度におすすめ
学校法人等が保険料を負担し、加入者への福利厚生として
死亡又は高度障害に対応

問い合わせ先
私学事業団貯金・貸付課貯金係　☎03（3813）5321（代表）
月～金曜日（祝日及び年末年始を除きます）9時～17時15分

募集リーフレットは、10月下旬に学校法人等宛てに
送付します。加入者への配付をお願いします。

募集パンフレットは、10月下旬に学校法人等宛てに
送付します。加入者への配付をお願いします。

問い合わせ先
共済定期保険専用ダイヤル　 ☎0120（716）267
月～金曜日（祝日及び年末年始を除きます）9時～17時15分

積立共済年金がおすすめ

●積立金を年金や一時金として受け取れます
●予定利率は約1.25％
　令和７年10月１日現在（将来変動することがあります）
●掛金は月々2,000円（２口）～
●所得控除が受けられます

〇共済定期保険の継続年齢延長（最長80歳まで）
　現在、共済定期保険では、本制度に１年以上加入している人は、退職（又は任継続加入者の資格を喪失）後も最長70歳まで自動
継続（手続き不要）としていましたが、令和８年度（７年度後期募集）から、本制度に１年以上加入している人は、脱退の申し出
がない限り、最長80歳まで自動継続（手続き不要）となります。詳しくは、10月中旬から下旬に学校法人等宛てに送付するパンフ
レット等の後期募集資料をご覧ください。

共済定期保険について、より詳しく知りたい教職員を対象に学校を訪問して説明を行います。
ご希望の場合は貯金・貸付課貯金係までお申し出ください。
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　加入者の皆さんが臨時に資金を必要とするときにその資金をお貸しします。目的に応じて6種類の貸付け
があります。

住宅の購入、リフォーム費用に

▶貸付金額
申し込み時点での
退職手当金額＋上乗せ額まで
（最高2,000万円）
▶半年払償還併用可
▶申し込みの際に、団体信用生
命保険（注１）に加入できます。

住 宅
5日間以上の入院又は介護施設利用に

▶貸付金額
標準報酬月額の6か月分まで
（最高200万円）

▶入院後又は介護施設入所・利用
後6か月以内に申し込みをして
ください。

医療・介護
被災後の資金に

▶貸付金額
標準報酬月額の6か月分まで
（最高200万円）

▶災害発生日以後、１年以内に
申し込みをしてください。

災 害

一 般
臨時の資金に

▶貸付金額
標準報酬月額の6か月分まで
（最高200万円）

▶生活資金、借入金の返済など
は対象となりません。

入学費用・授業料に

▶貸付金額
標準報酬月額の12か月分まで
（最高500万円）

▶おおむね１年以内に必要とす
る教育資金が対象となります。

教 育
結婚費用に

▶貸付金額
標準報酬月額の6か月分まで
（最高200万円）

▶婚姻日又は挙式日の前後6か月
以内に申し込みをしてください。

結 婚

福祉部
貯金・貸付課加入者貸付のご案内

注１　「団体信用生命保険」は、住宅貸付を借り受けている加入者が、償還途中で死亡又は所定の高度障害状態になった場合、生命保険
　　　会社が本人に代わって貸付金残高を支払う制度です。少額な保険料で残された家族の生活の安定を図ることができます。
注２　被災により住宅工事等の資金が必要な場合、 「特例住宅貸付」（年0.25～1.26％、固定金利）を利用できます。

詳しくは、私学共済ホームページ〔私学共済事業のご案内▶福祉事業▶加入者貸付〕をご覧ください。

１ 貸付けの申し込みができる人
加入者期間が引き続き１年以上ある加入者
（住宅貸付は、年金等給付の加入者期間が引き続き5年以上ある加入者）
注　特定教職員等及び任意継続加入者は、申し込むことができません。

３ 貸付けの申し込み手続き
貸付けの申し込み手続きは、すべて学校法人等を通して行ってください。
申し込み締め切りは毎月15日（必着）で、送金日は翌月2日となります。
毎月16日から月末までに申し込んだ場合、希望により翌月22日送金も行っていますので22日送金を
希望する場合は、貸付申込書右下の「貸付送金日」欄の「22日」を○印で囲んでください。

注　申し込みは、提出書類が不備のない状態で到着した場合に限り有効です。余裕をもって提出してください。

5 貸付けの償還
返済（元利均等償還）は、毎月、定期償還額を学校法人等が報酬等から控除します。
償還途中に、貸付金額の全部又は一部を任意に償還することができます。
加入者の資格喪失時は、一括全額返済（即時償還）となります。退職手当を支払う場合は、学校法人
等が控除し、償還額に充ててください。

４　申し込み時の注意

学校法人等は、加入者が確実に償還ができることを確認のうえ、代表者印を押印してください。

借り換えが頻繁な場合や貸付残高が多額の場合などは、審査時に償還の確実性を確認するために、追加
書類の提出を求めることがあります。

貸付共通事項

２ 貸付けの利率
変動金利　年1.76％ （令和７年10月１日現在）
＊災害貸付は年0.25～1.00％（固定金利）

①お得な低利率
②申し込み時の手数料及び
担保・保証人が不要
③任意償還（繰上返済）時の
手数料が無料
④団信保険料は令和７年４月
から貸付金額１万円当たり
3.48円から3.30円に下が
り、お得になりました（住
宅貸付のみ）
　　

加入者貸付のメリット



共済事業本部
〒113 - 8441　東京都文京区湯島1-7-5
☎03（3813）5321（代表）
電話照会の際は、学校記号番号、加入者等記号・
番号が確認できるものをお手元にご用意ください。

共済業務

２日（木） 貸付  送金
６日（月） 貸付  ９月分定期償還期限
10日（金） 貯金  払込期限（必着）
15日（水） 貸付  11月４日送金申し込み・任意償還申出締め切り
20日（月） 貯金  送金　
22日（水） 貸付  送金

24日（金）
貯金  払戻・解約請求締め切り
積立共済年金  脱退申出等締め切り

28日（火）
掛金等  ９月調定口座振替（自振校のみ）
貸付  10月分定期償還口座振替（自振校のみ）

31日（金）
掛金等  ９月調定納期限
貸付  11月25日送金申し込み締め切り

月の共済業務スケジュール10

４日（火） 貸付  送金
６日（木） 貸付  10月分定期償還期限
10日（月） 貯金  払込期限（必着）
14日（金） 貸付  12月２日送金申し込み・任意償還申出締め切り

月の共済業務スケジュール11

厚生施設・健康増進宿泊施設を利用するとき

　厚生施設及び健康増進宿泊施設で私学共済ブックに添
付している施設利用補助券を使用するときは、次のいず
れかを窓口に提示してください。

①「加入者証（※※）」又は「加入者被扶養者証（※※）」
②「資格確認書」又は「資格情報のお知らせ」
③�マイナポータルに登録した健康保険証の画面
　�（利用日当日に保存したＰＤＦ画面又は印刷した紙

媒体でも可）
④「加入者資格証」（丙種校加入者）
⑤�「福祉施設等利用証」（75歳以上で引き続き私立学

校に勤務している教職員）
※※　�加入者証等の経過措置終了（令和７年12月１日）

までの間に限ります。
� 【福祉部　保健課】

年末調整用証明書の送付

●�積立共済年金加入者
　令和７年10月下旬までに、生命保険料控除のための証
明書（個人年金保険料・一般の生命保険料）を積立共済
年金加入者の届け出住所宛てに送付します。
　なお、７年10月１日付け新規加入者は初回掛金振替後
の10月下旬以降順次送付します。
●共済定期保険加入者
　10月中旬以降に、生命保険料控除のための証明書を共
済定期保険加入者の届け出住所宛てに送付します。
●住宅貸付借受人
　６年12月までに住宅貸付の借り入れをした人の「住宅
借入金等特別控除」にかかる令和７年分「残高証明書」を、
10月中旬に学校法人等宛てに送付します。
注　�７年中に住宅貸付を受けた人及び残高証明書交付

後、借入金年末残高等に異動が生じた人にかかる確
定申告用の「残高証明書」は、８年１月中旬に学校
法人等宛てに送付します。�【福祉部　貯金・貸付課】

●任意継続加入者
　７年10月中旬までに任意継続掛金の納付が確認できた
人には、10月下旬に「令和７年分任意継続掛金納付証明
書」を任意継続加入者の届け出住所宛てに送付します。
� 【業務部　掛金課】

積立貯金後期申し込み締め切り 
及び残高通知書等の送付

●�積立貯金の後期加入申し込みの締め切りは10月24日
（金）（私学事業団必着）です。加入・変更・中断の復
活を希望する場合は早めに申し込んでください。

●�「積立貯金決算明細書」は９月下旬から10月上旬に、
貯金者にかかる「積立貯金残高通知書」は10月下旬に、
学校法人等宛てに送付します。「積立貯金残高通知書」は 
加入者に配付してください。

� 【福祉部　貯金・貸付課】

加入者の皆様へ「レター」デジタル版 
の周知をお願いします

　時機に応じた私学共済制度に関する情報を分かりやす
く説明し、絵画・健康・旅行など加入者の皆様に興味を
持っていただける読み物記事も掲載しています。
　私学共済ホームページ〔私学共済事業のご案内▶刊行
物▶加入者向けの刊行物▶加入者向広報「共済だより　
レター」〕で閲覧できます。
� 【広報相談センター　広報班】

私学事業団ホームページ　https://www.shigaku.go.jp/
助成業務　https://www.shigaku.go.jp/s_home.htm
共済業務　https://www.pmac.shigaku.go.jp/（私学共済ホームページ）
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INFORMAT ION
（「月報私学」はホームページにも掲載しています）

私学振興事業本部
〒102 - 8145
東京都千代田区富士見1-10-12
☎03（3230）1321（代表）

助成業務

　電気設備点検のため、私学事業団ホームページのうち「トップページ（https://www.shigaku.go.jp/）」、「私学振興
事業本部（助成業務）ページ」、「学校法人向け情報システム（学校法人ポータルサイト、ｅ － マネージャ等）」、「私
立学校寄付金ポータルサイト」及び「大学ポートレート（私学版）」は、令和７年10月31日（金）17時45分から11月
４日（火）９時00分まで休止します。
　また、メールサーバー（私学振興事業本部）も休止しますので、私学振興事業本部宛てに送信したメールは受信で
きません。その場合、送信者にエラーメッセージが送信されないことがありますので、十分ご注意ください。
注　「私学共済ホームページ」は通常どおり閲覧が可能です。

ホームページ及びメールサーバー休止のお知らせ

私立学校等からの研修生受け入れ

　私学事業団では、助成業務において私立学校等の職員
を受け入れる研修制度を設けています。
　この研修制度は、私立学校教育の振興に関する実務経
験等を通じ、当該私立学校等の運営の充実に資するため
の広い見識と実務能力の育成を図ることを目的としてい
ます。
　令和８年度の研修生受け入れに関する募集要項は、10
月中旬にホームページ等でお知らせする予定です。

【総務部　人事課】 　　　　　　　
	 ☎03（3230）7883・7884
	 Eメール　jinji@shigaku.go.jp

「私学情報資料室」のご案内

　私学振興事業本部１階の「私学情報資料室」では、大
学・短期大学法人の規程集などを学校法人のご協力によ
り収集し、経営相談業務に活用させていただいています。
　また、各学校法人の相互利用の観点から、規程の改正
などの参考として学校法人の役職員は閲覧できますの
で、ご活用ください。
� 【私学経営情報センター　私学情報室】
	 ☎03（3230）7846・7847
	 Ｅメール　center@shigaku.go.jp

私学事業団の刊行物案内「今
こんにち

日の私学財政」

◆�「令和６年度版 大学・短期大学編」（CD-ROM）
　令和６年12月刊行　3,500円（税込）
◆�「令和６年度版 高等学校・中学校・小学校編」（CD-ROM）
　令和７年１月刊行　2,300円（税込）
◆�「令和６年度版 幼稚園・特別支援学校編」（冊子）
　令和７年８月刊行　2,000円（税込）
◆�「令和６年度版 専修学校・各種学校編」（冊子）
　令和７年８月刊行　2,000円（税込）

　NPO 法人学校経理研究会を通じてご購入いただけます。 
ご購入を希望される方は、NPO 法人学校経理研究会 

（☎03-3239-7903・E メール gaku@keiriken.net）に直接
お問い合わせください。

� 【私学経営情報センター　私学情報室】
	 ☎03（3230）7846・7847
	 Ｅメール　center@shigaku.go.jp

委員就任のお知らせ
◆共済運営委員会委員
　令和７年８月22日付　　新任　　木　俣　　博　史

軽装勤務の通年化について
　私学事業団では、地球温暖化防止等の施策への対応のため、例年夏期（５～９月）の軽装による執務を実施してい
ましたが、働きやすい職場づくりと、それに伴う業務効率の向上を推進するため、本年度より軽装勤務の通年化を実
施することとしました。なお、実施にあたっては、ＴＰＯ（時・場所・場面）に応じた服装を基本とし、職員として
品位を保ち、社会常識を逸脱しない節度ある服装に努めてまいりますので、ご理解のほどよろしくお願いします。
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〒102-8145　東京都千代田区富士見1-10-12�
☎03（3230）7810・7811（企画室）　　　　　（禁無断転載）

校舎や園舎、体育館など耐震化はお済みですか？校舎や園舎、体育館など耐震化はお済みですか？
旧耐震基準で建設された校舎・園舎の建て替え事業（耐
震改築）や、防災（耐震）機能強化の補助金対象となっ
た改修事業（耐震改修）、及び指定避難所施設等の整備
事業に、私学事業団の融資をご利用いただくと、一定の
要件を満たした場合、国の利子助成が受けられます。
利子助成は二つのパターンがあります。

耐震化以外の校舎、園舎などの建築や土地の購入、機器
備品の購入なども融資の対象となります。施設設備の整
備計画の際にぜひ事業団資金の活用をご検討ください。

・�事業を行う学校の種類や事業内容等により、利子助成の対象になるか、
またどちらのパターンになるかが決まります。

・�融資金利が0.5％以下の場合、パターン①の４年目以降、パターン②の
全借入期間の利子助成は行われません。

・�利子助成率の上限は大学等2.1％、高校・幼稚園等1.6％、専門学校・各種�
学校は0.5％です。

■主な事業と融資金利（令和７年９月現在）

主な事業内容
返済期間（据置年数含む）

30年以内 20年以内 10年以内 ６年以内

校（園）舎などの
建築・用地取得

年％ 年％ 年％ 年％

3.00 2.40 1.70 1.50
寄宿舎などの
建築・用地取得 3.10 2.50 1.80 ―

園バスや備品
などの購入 ― ― 1.70

（5.5年以内）

1.40
・�返済期間が30年以内（21年以上）の融資は、原則として融資契約額が10億円�
以上の場合にご利用いただけます。
・�金利は毎月見直しています。なお、金利は融資契約時点の金利が適用され、
償還完了までの固定金利となります。

問い合わせ先（私学振興事業本部）

融資部融資課　☎03（3230）7862・7863、7866～7868
Ｅメール　yushi@shigaku.go.jp

詳しくは私学事業団ホームページをご覧ください。
https://www.shigaku.go.jp/s_yushi_menu.htm融資事業のご案内

宿泊施設のご案内 私学事業団では、全国16か所の宿泊施設を運営しております。
詳しくはホームページを確認してください。

高層階デラックスルームプラン
１泊素泊り	�（２名１室／１名様）� 6,650円〜	

 （３名１室／１名様）ソファベッド１台使用�5,550円〜
取扱期間：�令和７年10月１日～令和８年３月31日�

（12月31日～１月１日、２月１日～11日を除く）
特典：�アーリーチェックイン14時、入浴剤をプレゼント、�

10階以上かつ北海道庁旧本庁舎（赤れんが庁舎）向きの客室を確約。
・�朝食（和洋バイキング）はチェックイン時のお申し込みで、通常1,800円のところ
1,500円になります。

年末年始プラン

夕食（イメージ）

毎年恒例の年末年始限定夕朝食付き宿泊プランです。
特典として、ホテル向かいの「天然温泉 ひなたの湯」の入浴チケットを 
プレゼントします。皆様のご利用を心よりお待ちしております。

１泊２食（２名１室／１名様）� 18,800円〜
取扱期間：令和７年12月31日～令和８年１月３日
販売期間：令和７年12月29日まで
・大阪府宿泊税200円が別途必要です。

〒532-0004　大阪市淀川区西宮原1-3-35　☎06（6396）6211（代表）
JR「新大阪」駅（北口）から徒歩10分。大阪メトロ御堂筋線「新大阪」駅②号出入口階段を経由して高架
下から無料シャトルバス（始発7:05 ～最終23:05）で３分　https://www.hotelgp-osaka.com/

〒060-0001　札幌市中央区北1条西6-3-1　☎011（261）5311（代表）
JR「札幌」駅（南口）から徒歩７分。地下鉄「大通」駅から徒歩５分。札幌駅前通地下
歩行空間６番・８番出口から徒歩３分　https://www.hotelgp-sapporo.com/

デラックスツインルーム




